
 

令和６年度予算編成方針 

 

令和６年度予算編成方針策定に当たって  

 

本年５月に新型コロナウイルス感染症 (ＣＯＶＩＤ－１９ )の感染症法上

の位置づけが「２類相当」から「５類」に引き下げられるなど、社会経済

活動の正常化が進み、我が国経済は緩やかに回復している一方で、ロシア

のウクライナ侵攻に起因する物価高騰が引き続き国民の生活に影響してお

り、継続した対策が求められている。  

組合の構成市町においては、今後も社会情勢を十分に注視しつつ、効率

的・効果的なＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進や脱炭素

社会の実現に向けた取組など、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の考え方

を踏まえた取組をさらに進めていく必要があると考えている。  

しかしながら、各構成市町は近年の激甚化する自然災害への対応や公共

施設・都市基盤施設（インフラ）の老朽化への対応、少子高齢化に伴う社

会保障関係費の増加が避けられない状況にあり、限りある財源の有効活用

や一層の財政健全化が求められ、厳しい財政状況であることから、組合に

おいても、事務事業の必要性と実施方法などを十分に精査し、経費の節

減・合理化に努め、より一層徹底したコスト削減を図ることが必要不可欠

である。  

また、組合の事業の確実な実施に向けて、国県の補助事業について十分

に精査し国県の予算編成の動向等、情報収集に努めるとともに、他自治体

等の補助制度の活用事例などの情報収集を行い、補助制度を積極的に活用

することも重要である。  

このような状況を踏まえ、令和６年度の予算編成方針を定めたところで

ある。  
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１．日本経済の状況と国の経済財政運営  

 令和５年７月２０日開催の経済財政諮問会議に提出された内閣府年央試算

によると、我が国経済は、「コロナ禍から経済社会活動の正常化が進み、緩

やかに回復している。個人消費や設備投資の持ち直しが続く中、今後につい

ても、雇用・所得環境の改善が見込まれる下で、各種政策の効果もあって、

民間需要主導の緩やかな成長が続くと見込まれる。」と述べる一方で、「世

界的な金融引締めの長期化等による海外景気の下振れリスク、物価上昇や金

融資本市場の変動等が我が国経済に与える影響には十分注意する必要があ

る。」とされている。  

このような状況下において、「令和６年度予算の概算要求に当たっての基

本的な方針」（令和５年７月２５日閣議了解）では、「歳出全般にわたり、

施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆

に重点化する。」、「施策・制度の抜本的見直しや各経費間の優先順位の厳

しい選択を行うことにより真に必要なニーズにこたえるため精査を行う。」

とし、概算要求に当たって厳しい姿勢が示されている。  

これらの方針に基づいた国の予算編成は、地方財政に大きな影響を及ぼす

ことから、その動向を十分注視し適切に対応していく必要がある。  

一方、環境白書では、一般廃棄物処理施設整備に当たっては、社会状況の

変化を考慮した上で、ＩＴ等を活用した高度化、広域化・集約化、⾧寿命化

等のストックマネジメントによる効果的な廃棄物処理を推進し、地域のエネ

ルギーセンターや防災拠点としての役割を担うなど、地域の活性化にも貢献

する処理施設の整備を促進するとしている。  

 



 

２．予算編成の基本方針  

組合を取り巻く環境は変化を続けており、ウクライナをはじめとする国際

情勢、原油価格の上昇やいまだ落ち着きが見られない物価高騰など地域住民

や経済活動にとって困難な状況が続いている。  

このような先行き不透明な経済情勢やポストコロナ社会への対応、頻発

化・激甚化する災害への対策、高齢化や労働力人口の減少に伴う財政負担の

増加が構成市町において今後さらに加速化していくことが見込まれる中で、

組合における新たなごみ広域処理施設の建設にあたっても、今後の社会情勢

及び景気動向の変化を注視するとともに、限りある財源を最大限に活用する

ことにより、効率性が高く、将来に向け健全で持続可能な財政運営が可能と

なる施設の建設が求められている。  

一方で、構成市町のごみ処理施設は、いずれも稼働から２０年以上が経過

しており、基幹改良工事を行うことにより長寿命化を図っているが、後継施

設の必要性は引き続き高い状況にあり、令和１５年度における新施設の稼働

が強く求められている。  

以上のような構成市町の状況を踏まえ、限られた財源の中で新施設の稼働

に向けて遅滞なく事業を実施していくためには、ワイズスペンディング（政

策効果が乏しい歳出を徹底して削減し、政策効果の高い歳出に転換すること）

を徹底することも重要となることから、具体の合理的根拠に裏打ちされた説

明責任をしっかり果たす必要があるとの観点を踏まえながら、以下のとおり

方針を定める。  

 

 



 

（１）将来を見据えた持続可能な施設の検討  

新施設の検討に当たっては、「限られた財源の効率的、効果的な活用」及

び「脱炭素化」といった現在の社会情勢に対応する観点に基づき、国県や先

進自治体から最新の情報を収集するように努めることに加え、環境負荷の軽

減を目指し、周辺の自然環境や生活環境に十分配慮することが必要となる。  

 

（２）新施設の建設計画のマネジメント  

先行事例の調査や関係機関との綿密な調整等を通じた関連事業の進捗状況

の把握などにより、新施設の建設や用地の取得に必要となる調査等を適切な

時期に、確実に実施できるように努めるとともに、情報の積極的な提供や施

設見学、意見聴取の機会などを通じて新施設に係る周辺住民の理解を深める

など、遅滞なく事業が進捗できるような環境を整備することが必要となる。  

 

（３）ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進  

 限られた職員により、専門性が高く、経験の蓄積が困難な業務を短期間に

適切に行っていくためには、行政事務の効率化やコスト削減の効果、国や構

成市町の方針との整合性、活用のリスク解消等を具体的に明示したうえで、

デジタル技術の導入を推進していくことが必要である。  

 

 

 


